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　(注)  1)新規学卒者を除き、パートタイムを含む
　　　　2)数値の単位は、特に表示がない限り、件、人、％又はポイントです。
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1,268

平成27年5月

有効求人倍率

一般職業紹介状況

平成27年5月項目　　　　 　　　 　　　　　　　年月

新規求人倍率 1.81 1.68
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求人関係 1,000人未満の規模の企業にアンケートを実施。65社より回答があった。現在の業況について「良い」が12社（18.5％）、「普通」が

36社（55.4％）、「やや悪い」が16社（24.6％）、「悪い」が1社（1.6％）で、中途採用者の計画について「計画あり」が35社（53.8％）、
「検討中」が10社（15.4％）、「計画なし」が20社（30.8％）であった。また「計画なし」と回答のあった企業のうち16社が製造業、

3社が建設業、1社が運輸業であった。

求職関係 新規求職者数全体では約7.2％の増加となった。特にフルタイムでは9.7％と増加率が高かった。中でも、在職者で12.6％、
自己都合離職者で17.6％と増加したのは、求人状況が比較的高止まりしている状況から、転職希望者が失業期間が

比較的短い中でリスク少なく移動できると判断し求職登録に至ったものと思われる。他に平成27年6月からシステム稼働した
求職仮登録に係る求職申込みも比較的多くあった。

窓口の動き


